
ＵＲ賃貸住宅を活用した自立支援スキーム

• 独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）では、地方公共団体等と連携し、入居者に
対する生活支援や就労支援を行う居住支援法人等にＵＲ賃貸住宅の空き住戸を
賃貸する取り組み（自立支援スキーム）を実施しています。

• 具体的には、ＵＲと居住支援法人等が賃貸借契約を締結し、居住支援法人等が
生活支援や就労支援の対象者に住宅を転貸する取組みです。

• 契約期間中に自立可能な支援対象者（例：一時的な離職者や母子世帯。ただ
し、これに限らず、入居者は居住支援法人が決定できます）を想定した取り組みで
あるため、３年間の定期建物賃貸借での契約となるものの、比較的低廉な家賃で
入居が可能です。
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